（時間外及び休日労働等）
第21条 　業務の都合により、第１９条の所定労働時間を超え、又は第２０条の所定休日に労働させることがある。
２　前項の場合、法定労働時間を超える労働又は法定休日における労働については、あらかじめ会社は労働者の過半数代表者と書面による労使協定（以下「３６協定」という。）を締結するとともに、これを所轄の労働基準監督署長に届け出るものとする。
３　臨時的な業務の必要が有るときは、３６協定の『特別条項』に定めるところにより、1か月及び1年間についての労働時間の更に延長することができる。特別条項には、更に延長する時間数、延長する場合の手続、当該延長時間に係る割増賃金率等を定める。
４　所定外労働および休日労働は、所属長の命令に基づき行うことを原則とし、その業務命令が出された場合は、労働者は正当な理由なくこれを拒否することはできない。ただし、労働者が業務の遂行上必要と判断した場合は、事前に所属長に申請をし、許可を受けて行うこととする。事前に許可を受けることができないときは、事後直ちに届け出てその承認を得なければならない。
３　妊娠中の女性、産後１年を経過しない女性労働者（以下「妊産婦」という）であって請求した者及び１８歳未満の者については、第２項による時間外労働又は休日若しくは深夜（午後１０時から午前５時まで）労働に従事させない。
４　災害その他避けることのできない事由によって臨時の必要がある場合には、第１項から第３までの制限を超えて、所轄労働基準監督署の許可を受け、又は事後に遅滞なく届け出ることにより、その必要の限度において所定労働時間外又は休日に労働させることがある。ただし、この場合であっても、請求のあった妊産婦については、所定労働時間外労働又は休日労働に従事させない。
（適用除外）
第○条　監督若しくは管理の地位にある者又は機密の事務を取り扱う者については、労働時間、休憩及び休日の規定は適用しない。
２　前項に該当する労働者については、当該労働者の健康確保のため、会社はタイムカード等により労働時間管理を行う。
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